
第4章　香港

戴　二彪

2005年6月，董建華氏は1997年7月以来約8年間務めた香港特別行政区行政長官を辞任した。予想されたように，同行政区の元政務官曾蔭権氏が董氏の後任として選出され，新長官に就任した。前任者と比べ，曾氏は香港が直面している難局によりうまく対処できるとみられている。同氏は，すでに香港の立法評議会を通じて穏やかな政治改革パッケージを推進し始めたことに加え，重要な国際金融・貿易センターとしての香港の国際的地位がより強化されるように意図したいくつもの経済政策を打ち出している。新長官が直面している課題は簡単ではないが，多くの香港市民は，同氏の長い行政キャリアと高い人気が目標達成の助けになると期待している。

香港経済は，2001～02年の伸び悩みと2003年の緩やかな回復に続いて，2004年から2年連続で好調であった。2005年の実質GDPの成長率は第1～3四半期まで加速し，同時期の平均は7.3％に達した。表4.1における2005年の年間経済成長率の予測（7.0％）は表1.2における2つの12月予測値にかなり近く，香港政府の予測値と同じであるが，第4四半期の成長率が6.3％程度とやや減速することを意味している。

予想よりも高い経済成長は，主に財貨およびサービスの輸出が輸入以上に伸び続けている結果であった。輸出急増の結果，2005年第1～3四半期の純輸出額（輸出額と輸入額の差）はGDPの15％以上に達し，2004年の12％と2003年の9.3％から増加しつつある（表4.1）。近年，香港の国際貿易に対する高い依存度は一層目立っている。財貨貿易が香港の対外貿易全体の大部分を占めているが，2003～05年に財貨・サービスの輸出と輸入の両方が実質GDPを50％以上も上回った（表4.2）。対外貿易における中継貿易の重要性は香港のもう1つの目立った特徴であり，2002年以来再輸出は財貨輸出全体の90％以上を占めている（表4.3）。言い換えれば，再輸出だけでも香港のGDPを大幅に上回っている。2005年1～10月期の中継貿易の多くは中国を出発地（62％）または目的地（45％）とするもので（Hong Kong, Census and Statistics Development，various years a），中国経済の急成長が香港の中継貿易拡大の主な要因だとみられる。2004年の同時期と比べ，2005年1～10月期の香港の財貨貿易はかなり伸びており，米ドル表示の輸出額と輸入額がそれぞれ12％と10％増加した。その中で，中国との貿易が相変わらず急速に増加しており，輸出総額と輸入総額の両方の45％以上を占めている（表4.4）。

2005年第1～3四半期のサービス輸入額の伸びは5％であったが，サービス輸出額（米ドル表示）は12％増加した（表4.2）。輸出側では，輸送，旅行，および保険業務の増加が比較的大きく，12～13％に達している（Hong Kong, Census and Statistics Development，2005c；表4.2）。2004年1月から発効した香港と中国（本土）間の経済貿易緊密化協定の締結後，中国市場の貿易やサービス分野に，香港企業が参入しやすくなってきている。これはサービス輸出が上述のように急速に伸びた理由の1つである。その中でも，中国の一部の富裕地域の住民を対象とするいわゆる個人旅行計画は特に重要で，2005年にその対象地域はすでに38都市へ拡大している（Hong Kong, Special Administrative Region，2005b）。香港への観光ブームは，サービスの輸出だけでなく，ホテル，ショッピング施設，および香港ディズニーランド（2005年9月開業）を含む観光スポットへの投資を促進した。こうした背景もあって，2003～05年の総固定資本形成は常に実質GDPの20％程度を占めている（表4.1）。他方では，内需の最も大きい項目としての個人消費の伸びは比較的穏やかで，2004年と2005年第1～3四半期の実質GDPにおけるそのシェアは若干下がっている。

2004～05年の景気拡大が急速な雇用増加をもたらした結果，失業率は2003年の7.9％から2005年第1～3四半期の5.7％に下がった（表4.1）。しかしながら，失業率が3.2％以下だった1986～97年と比べると，この失業率はまだかなり高い。近年の高失業率は，景気が下降サイクルにあることに加え，構造的なミスマッチに起因したといえる。構造的なミスマッチの一部は香港の製造業が急速に縮小したことから生じた。香港の製造業の大半は，1980年代および90年代前半に隣接する広東省を中心とした中国本土に移転したとみられている。例えば，1987年まで製造業部門は総就業者数の3分の1と名目GDPの5分の1を占めていたが，2004年には，それぞれ5％と3％へと低下している（表4.1）。製造業の縮小は低学歴労働力の需要を減少させるが，増えつつある香港への移民は，低学歴労働力の供給を拡大している。このような産業構造変動と労働需給状況は香港の高い失業率に影響を与えている。

上述したように中国は香港の最大の貿易相手国になっているが，香港は米国，欧州工業国にも大量に輸出しており，日本からは比較的大量に輸入している（表4.4）。また，日本は重要な輸出市場でもあり，台湾，シンガポール，米国，および韓国は重要な輸入先である。他の東アジア諸国と香港との間の貿易は，香港から見れば非常に小さいが，相手国から見れば比較的大きい。また，香港は，非常に重要な外国直接投資の供給源と受入地でもある。1998～2004年に香港の平均年間対外直接投資額と対内直接投資額はそれぞれ260億米ドルと250億米ドルに達している（表4.2）。2004年末までの統計によると，香港の対外直接投資の50％以上と対内直接投資の約40％は2つのカリブ海地域の税金回避地（タックス・ヘブン），即ち英領ヴァージン諸島とバーミューダ諸島との間の取引であるが，そのほとんどは第3国との間接的な投資に関連するものである（Hong Kong, Census and Statistics Department，2005d）。この2つの税金回避地の他では，中国が香港の直接投資の重要な目的地と供給源であり，オランダ，米国，および日本は重要な供給源である。

1995～2004年に日本の対香港の経常収支は常に多額の黒字を計上しており，その大半は財貨貿易によるものである（表4.5）。これに対して，双方のサービス収支と所得収支の規模は比較的小さい。そのうち，日本の対香港サービス収支は常に赤字となっているが，日本の対香港所得収支は時期によって状況が異なる。また，証券投資およびその他投資のフローは変動が激しいが両方向ともに非常に大きく，国際金融センターとしての香港の役割を反映している。日系多国籍企業にとって香港は重要なビジネス基地でもある。経済産業研究所の推計によると，2002年に香港における日系企業は15万人以上の労働者を雇用していた（表4.6）。
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